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高 齢 者 負 担 増 、介 護 保 険 の 改 悪

改 悪 が 本 格 的 に 進 め ら れ る
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病 床 機 能 の 再 編 ・ 病 床 数 の 削 減 へ
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学習パンフのポイント
❶ いま国がすすめている「医療費適正化計画」（国の医療費削減）の本質を知る
❷ 進行中の医療・介護政策の全体像をつかむ
❸ 供給体制と給付削減がどのように行われるか
❹ 私たちはどのように行動（運動）するべきか

社会保障の
総がかり運動を
～学び、つかみ、つながり、広げよう～

❶制度改定、県の動向、市町村の置かれた状況をしっかり学習し、地域に知らせよう。

❷事例（可視化と分析）を力に政策づくりに関与し、具体的な提言をしよう。
　他団体とも連携し、医療・介護の専門家としての英知を発揮しよう。
　医療・介護の諸団体との連携を作ろう。

❸困難な人に寄り添い、制度から外された人を守る取り組みに共同組織とともに取り組もう。
　市町村、中学校区などの単位の身近なレベルでまちづくりを考えよう。

❹住民主体の地域の諸団体との連携・共闘のかけ橋になろう。

❺国が公的責任を丸なげして市町村も困っている。
　自治体とともに住民のいのちを守る取り組みを進めよう。

長野県の医療・介護のこれからを考える県民集会

介護保険をよくする信州の会主催
県介護支援課出前講座

反貧困ネット信州の健康福祉課懇談

定例の県議団懇談

窓口無料を求める署名を長野県へ

生活保護・介護実態調査記者会見

飯伊地域の地域医療シンポジウム

上伊那　地域アピール

諏訪の全職種症例検討会

反貧困ネットあるぷすのきずな村

東信医療生協支部で地域包括と学習会

長野外来署名に職員が大勢参加
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2020年までに
財政の健全化を図る
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骨太方針2015
閣議決定
財務省は、社会保障費の増大を
財政赤字の一因とし、３年間の
集中改革期間で社会保障の「自
然増」を1.5兆円に圧縮するこ
とを提言。

骨太方針2014
2014年度の社会保障給付費
112.1兆円のうち、約32％の
36.3兆円が医療給付費にあた
る。政府は、2025年には54兆
円に増加すると試算。これを

「適正化」するという名目で、都
道府県に医療費の支出目標を
設定、削減を促している。「地域
医療構想」による病床機能の再
編・削減と合わせ、医療費削減
を競わせ、給付費を抑制するシ
ステムの確立をめざす。

政府の医療・介護の
一体改革
国（行政）は医療費削減を政策の大目標にし、2008年から「医療費適正化」計画を作成。

厚労省が具体的削減数値や手順を定め５年ごとに成果を見直していく計画です。

2012年以降、実施のスピードを上げるため、社会保障制度の理念を変え、

供給体制、給付削減を進める法案が次々と成立してきました。

消費税8％に増税
閣議決定
社会保障の充実を名目に実
施されたが、8％化で増税
した8.2兆円のうち、社会
保障充実に回されたのはわ
ずか16％（1.35兆円）。

２
０
１
２
年

社会保障・税一体改革大綱  閣議決定（2月）

社会保障制度改革推進法（8月）

社会保障制度の理念が変えられる
● 社会保障が「国の責任」から「家族や国民相互の助け合い」へ（自助・共助が前提）
● 産業化することで営利の対象に
● 「社会保障の充実・安定化」を看板に消費税を増税

２
０
１
３
年 社会保障解体への道が具体的に

● 「自助・自立」をうたい、国が公的責任を放棄
● 実施時期と関連法案の国会提出時期の目途がまとめられた

社会保障制度改革国民会議  最終報告（8月）

社会保障改革プログラム法（12月）

２
０
１
４
年 医療から介護、入院から在宅へ

● 病床機能の再編〈川上の改革〉
  「病床機能報告制度」「診療データ」による必要病床数の推計
● 地域包括ケアの構築〈川下の改革〉
  「自助」「互助」中心のシステム（自己責任（本人）、連帯責任（家族）、共同責任（地域））の構築
● 人員・職能の見直し＝医療行為実施者の拡大
  介護職による医療行為の容認、看護師に対し「特定行為に係る研修制度」の導入

医療法改正 介護保険法改正（6月）

医療介護総合確保推進法（6月）

２
０
１
５
年
医療費削減の主体を都道府県へ
● 入院時食事代の段階的引き上げ
● 患者申出療養の創設など

● 国民健康保険の都道府県単位化
医療保険制度改革関連法（5月）

２
０
１
７
年

保険制度の改革

２
０
１
８
年

31本の法律を一括改正
現役並み所得者の利用料を３割へ引き上げ他、具体策は政省令で

介護保険法改正

改悪の本格化が進められる
● 診療報酬、介護報酬 改定 【国】
● 第3期医療費適正化計画 策定 【都道府県】
● 第7期保健医療計画 策定 【都道府県】
● 第7期介護保険事業計画 策定 【市町村】

介護保険制度改革

医療保険制度改革

介護から市場・ボランティアへ
● 「4つの切り捨て」による給付削減と負担増
● 介護は「社会化」から「自己責任」に

「地域共生型サービス」の枠組みが変えられる
● 「共生型サービス事業所」の創設

地域包括ケアシステムの強化のための
介護保険等の一部を改正する法律

２
０
１
９
年

２
０
１
６
年

医療費削減の
「恒常的執行体制」の確立

団塊世代の700万人が75歳以上の
後期高齢者となる年度に合わせ、
医療・介護ともに患者負担割合の
引き上げと制度の大改悪へ。

医療提供体制の改革
「川上」から「川下」へ

「第7次医療計画」
に反映

2017年

地域医療構想の策定
2015年

「病床機能報告制度」
の策定

2014年

病床機能の再編・
病床数の削減へ

消費税率10％へ
引き上げ

2015年

財政審「改革工程表」 
（2013年のプログラム法を補強したもの）

医療費の
「適正化」

見える化

集
中
改
革
期
間

２
０
２
５
年

この
「キーワード」に要注意!

行政用語の読み方

医療費の「適正化」 ➡ 費用削減

○○○の「重点化」 ➡ 対象限定

○○○の「効率化」 ➡ 費用削減

医療費適正化計画の本質は・・・
❶医師（数）をこれ以上増やさないこと
❷病院の病床（ベッド数）を減らすこと
❸医療機関へのアクセス（かかりやすさ）を抑制（制限）

すること（かかりにくくする）
❹「保険制度」を変更して、医療は県へ、介護は市町村へ

その給付の管理を押し付けた

全体像
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年収1,160万円超212万円、年収770万円～1,160万円141万円、
年収370万円～770万円67万円（2018年8月施行）年間67万円高額介護合算療養費制度の見直し＝70歳以上：現役並み所得（年収370万円以上）の細分化と引き上げ
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大がかりで抜本的な医療・介護の制度改革
※赤文字は今後、検討される課題（2017年6月現在）

NURSING
CARE

介
護
制
度

認知症に係る施策
高齢者の生活支援及び介護予防に関する基盤整備
在宅医療及び在宅介護の連携の強化
介護報酬見直し・改訂
介護保険事業計画（支援計画）
金融資産等を考慮に入れた負担を求める仕組みの医療保険への導入（入院時療養費用の適用）
医療費適正化の進捗状況等を踏まえた診療報酬の特例の活用
スイッチOTC化された医薬品の保険外し
子ども医療費窓口無料国保減額措置の見直し
難病及び小児特定疾患の医療費助成の確立
患者申出療養の創設

②元被扶養者特例の見直し（所得割：当面賦課せず、開始時期要検討、均等割：所得区分により特例を年次見直し。
　9割軽減特割の継続、8.5割軽減特例、7割軽減特例、5割軽減、2割軽減、軽減特例なしの新設）

①低所得者特例の見直し（所得割：H29年2割軽減、H30年本則（軽減なし）、
　均等割：当面存続（介護保険料軽減の拡充、年金生活者支援給付金の支給と合わせて見直す）

後期高齢者医療保険料軽減特例の見直し⇒特例の原則廃止と激変緩和

70歳以上、（第1段階）限度額の引き上げ、一般区分の限度額（世帯）の多数回該当を設定。
　　　　　（第2段階）現役並み所得区分の細分化と限度額の引き上げ、一般区分の外来上限の引き上げ

高額療養費の見直し（高所得者引き上げ)
75歳以上の2割負担化
70歳～74歳の2割負担化（5年かけて完全実施）
入院：65歳以上療養病床・医療区分ⅡⅢの入院時生活療養費の見直し
入院：65歳以上療養病床・医療区分Ⅰの入院時生活療養費の見直し
入院：一般所得の入院時食事療養費の見直し（低所得、難病・小児特定疾患除く）
外来：かかりつけ医以外に受診した場合の定額負担
外来：紹介状なしに大病院(500床以上）に受診時の定額負担金導入

外来・入院に関する給付の見直し
国保賦課限度額の引き上げ
被用者一般保険料上限引き上げ
被用者保険標準月額の等級引き上げ

国保保険料の賦課限度額及び被用者保険の標準報酬月額の上限額引き上げ
所得水準の高い国保組合の国庫補助の見直し
被用者保険者に係る後期高齢者支援金を全て総報酬割

国保及び後期高齢者医療制度の低所得者の保険料負担の軽減（5割・2割軽減の拡充）

協会けんぽ財政支援措置
国保の財政運営の都道府県化、市町村との役割分担
国保の財政支援の強化

国保の都道府県単位化
診療報酬の見直し・改定
医療費適正化計画
医療事故に係わる調査機関の創設
看護師の特定医療行為に係わる研修制度新設
地域医療支援センターの機能の明確化、医師、看護職員等の確保支援等
医療法人間の合併、権利移転に関する制度等の見直し
新たな財政支援制度(新基金）の創設
地域医療構想の策定＝必要な病床の適切な区分の設定、都道府県知事の役割強化
病床機能制度の創設
保健医療計画の見直し
総合確保方針の策定

自立支援・重度化に向けた保険者機能の強化
共生型サービスの創設（介護サービスと障害サービスの統合/65歳問題への対応）
給付制限・保険外し

要支援Ⅰ・Ⅱ保険から事業へ（保険外し・新総合事業の新設）
特養ホーム入所対象者の見直し（中重度者～要介護３～５に限定）
特養ホーム等の補足給付支給要件見直し（金融資産等の条件化）
福祉用具等の給付のあり方見直し・自己負担化
生活援助、通所介護等の保険給付制限、人員の緩和
要介護Ⅰ・Ⅱ生活援助の保険給付保険外し（新総合事業へ）

利用料の引き上げ
老健・介護療養施設の多床室・低所得者（住民税非課税世帯）の住居費負担
一定の所得者（単身年金収入等280万円以上）の利用料の２割負担化
２割負担対象者の拡大
現役並み所得者（単身年金収入等340万円の利用料３割負担化
高額介護サービス費用の見直し・引き上げ（一般区分：37,200円⇒44,400円（年間上限額別途）
ケアプランの有料化

保険料の見直し＝低所得高齢者の一号保険料負担の軽減 10月消費税財源で全面実施一部実施（2015年4月施行）
被保険者範囲の拡大⇒年齢の引き下げ
介護納付金の算定方法の見直し＝被用者保険は総報酬割を導入
介護療養病床の廃止（経過措置期間の６年延期後廃止）

新しい施設体系の創設＝介護医療院の創設

第５期事業計画2012年度～）

5月法律成立

病院の判断

上限年間81万円

1/3総報酬割
2割軽減:33万円＋45万円＊人数
5割軽減:33万円＋24.5万円＊人数
当面国庫補助16.4％

実質▲1.260％

支援センター：10月施行
10月施行

医療のみ：6月交付

報告制度：10月施行

総合確保方針

320円/日

引き続き検討
1割負担

引き続き検討

引き続き検討

4月施行
4月施行
4月施行

▲2.27％（実質▲4.48％）

1月施行⇒7月難病指定

所得割：賦課なし、
均等割：全員9割軽減特例

所得割：5割軽減特例、
均等割：9割軽減特例、8.5割軽減特例

現役並み外来44,400円、
一般区分12,000円、
世帯限度額44,400円

一日320円
0円

一食260円
一日320円
一食260円

初診時5,000円以上、再診時2,500円以上徴収：2015年4月施行　

上限年間85万円
1000分の 　120
全47等級 　（上限121万円）

国庫補助率 　32％
1/2総報酬割
2割軽減:33万円＋46万円＊人数
5割軽減:33万円＋26万円＊人数
国庫補助16.4％恒久化

10月施行
10月施行

看護師の届出制度：10月施行

医療・介護
４月施行：国のガイドライン提示 
※以降、毎年実施

4月施行
4月施行

預貯金等、配偶者所得：8月施行 非課税年金収入：8月施行

370円/日：4月施行

2割負担：2015年8月施行

第6期事業計画(2015年度～2017年度）

4月施行⇒実施へ

上限年間89万円

70歳 70歳～71歳 70歳～72歳

2/3総報酬割
2割軽減:33万円＋48万円＊人数
5割軽減:33万円＋26.5万円＊人数

実質▲1.030％

約1,700億円支援

市町村

約3,400億円支援

都道府県（財政運営主体）、市町村（保険料の賦課・徴収）

第２期適正化計画（2013年度～2017年度）

全都道府県で構想作成（第６期保健医療計画に反映）

第６期保健医療計画（2013年度～2017年度）

一般区分37,200円

臨時改定　＋1.14％

所得割：賦課なし、均等割：9割軽減特例、
8.5割軽減特例・7割特例の新設

所得割：2割軽減特例
均等割：9割軽減特例、8.5割軽減特例

10月～　一日200円
10月～　一日370円

一食360円 一食360円

※当面、上限年間89万円に据え置きし、要検討

2割軽減:33万円＋49万円＊人数
5割軽減:33万円＋27万円＊人数

地域医療連携推進法人の創設：4月施行

総合確保方針

2017年通常国会成立
2017年通常国会成立

3年かけて全保険者で実施へ

→2017年通常国会成立
一般区分44,400円：2017年8月施行

2017年度末の経過措置期間を6年間延長(～2023年度）

同時改定

2018年度末までに検討
2018年度末までに検討
2018年度末までに検討

4月施行：未就学児まで適応

所得割：賦課なし、均等割：9割軽減特例、
8.5割軽減特例、5割特例の新設

所得割：軽減なし、
均等割：9割軽減特例、8.5割軽減特例

（8月）現役並み所得３区分に細分化と限度額の引き上げ（世帯合算のみ）80,100円+1%、
167,400円＋１％、252,600円+1%。一般区分外来18，000円（年間上限14,400円）、
世帯合算57,600円（多数回該当44,400円）

通常国会上程？

1000分の130
全50等級へ（上限139万円に引き上げ）⇒賞与分合わせて年間540万円⇒573万円へ引き上げ

5年間で段階的に減額・見直し
3/3総報酬割（全面総報酬割）

※以降、未定

同時改定

第７期保健医療計画（2018年度～2023年度）

4月施行
4月施行

８月施行：全国の公表等

全面実施へ

報酬額引き下げ等

3割負担：2018年8月施行

→新設等に移行
4月施行：介護医療院の創設

第7期事業計画（2018年度～2020年度）
通常国会上程か
通常国会上程か
通常国会上程か

所得割：賦課なし、均等割：9割軽減特例、8.5割軽減特例、
5割特例、2割軽減特例・軽減なしの新設

実施？

一日370円
一日370円

70歳～73歳 70歳～74歳（全員）

一食460円
一日370円
一日370円

一食460円
通常国会上程か

第3期適正化計画（2018年度～2023年度）

2019年度末までに検討

2017年通常国会上程　2017年８月～適用

1割負担 ２割負担：8月施行

（8月）現役並み外来57,600円、
一般区分14,000円<年間上限14,400円）、
世帯限度額57,600円(多数回該当44,400円）

4月消費税増税
（5％→8％）

10月消費税増税
（8％→10％）

集 中 改 革 期 間

医療＋介護
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国

国

要支援者は

保険サービスの

枠外です

●介護保険による訪問・

通院介護を廃止

国

●新たな特養入所は原則、

要介護3以上のみ

特養に入れるのは
要介護3以上です

●ベッド削減 ●早期退院への誘導
長期入院はさせません!

　2014年度から、有床医療機関は、その病床機能を都道府県に報告することを義務
付けられました（病床機能報告制度）。都道府県は報告をもとに2025年に向け、病床
機能の再編、機能ごとに必要な病床数を推計した「地域医療構想」をまとめます。
　しかし、その実態は、医療費抑制のため病床数を削減し、安価な在宅医療・介護へと
慢性期患者を誘導する仕組みづくりです。

　「切れ目のない医療・介護 サービス」
その狙いは…

介護から市場・ボランティアへ医療から介護へ

入院できなくなる「地域医療構想」

■在宅へ誘導を図る「報酬改定」 
2016年診療報酬改定では、前回改定で進められた急性期病棟の削減をさらに推し進
め、退院支援にかかわる加算を重層化、急性期から慢性期に至るまで「在宅へ」の流れ
が強化されました。2018年の診療報酬・介護報酬改定でもその流れは変わらず、報酬
を抑制し、サービス対象者の更なる選別を行うことが検討されています。

地域医療の
崩壊を招く

「新専門医制度」
　2018年4月から開始を
めざす「新専門医制度」で
は、専門研修基幹施設の認
定基準を引き上げ、大学や
大規模病院などを推奨し
ています。その結果、研修
施設のある都市部に医師
が集中し、地域医療の崩壊
につながりかねません。

■「共生型サービス」で、め ざすは公的福祉の縮小
2018年4月から、高齢者と 障害児・者への支援を同じ事業所で行う
「共生型サービス」の創設が 検討されています。政府方針である「我
が事・丸ごと」地域共生社会 の名のもとに、公的に保障すべき支援を
住民の活動（互助）に移し替 え、高齢、障害、子どもなどの福祉サービ
スの包括化への第一歩を踏 み出そうとしています。

国の責任をまるなげ 「地域包括ケアシステム」
　要支援1、2の訪問介護・通所介護が介護保険から外され市町村事
業に移行、2015年には特別養護老人ホームの入所者を要介護3以上
に限定するなど軽度者に対する保険外しが進められています。

　国は、地域で医療や介護が受けられる「地域包括ケア」を市町村が
中心になってつくるといいますが、本当の狙いは、高齢化に伴い増大
する医療費・介護給付費を徹底的に削減、足りない分は家族の力や地
域の助け合い、自費で民間サービスを利用する仕組みづくりです。

※2013年は「医療施設調査」から
　2025年は「長野県地域医療構想」から

介
護
難
民

在
宅
医
療
難
民

入
院
難
民

看護師の配置が
手厚い急性期の
ベッド数を減らす

将来、介護施設や高齢
者住宅を含めた在宅医
療等で対応する患者数

2025年2013年 2013年 2025年

35.2
［慢性期］

11.0
［回復期］

58.1
［急性期］

19.1
［高度急性期］

11.3［不明］
134.7万床

20,438床

24.2～
28.5

［慢性期］

29.7～
33.7万人
［慢性期］

37.5
［回復期］

40.1
［急性期］

13.0
［高度急性期］

115～119万床

※2015年6月15日・内閣官房情報調査会資料より作成

慢性期のベッド数
を減らし、約30万
人が在宅へ。

16,839床

医療費抑制のための病床機能再編・病床削減

長野では
どうなる？

3600床
削減!

報酬改定
でも!

「共生型サービス」
の新設

川上の改革 川下の改革

これまでも政府は、社会保障費の削減を目的とし、医療機関・介護施設から在宅への流れを推進 してきました。

そのために2014年には「医療・介護総合確保法」を施行、報酬改定による在宅への誘導など行っ てきました。

そ し て 2 0 1 8 年 度 は 、診 療 報 酬・介 護 報 酬 の ダ ブ ル 改 定 の み な ら ず 、「 第 3 期 医 療 費 適 正 化 計 画 （県）」「第7期保健医療計画（県）」

「第7期介護保険事業計画（市町村）」がスタートする、今後の医療・介護施策において大きな節目の 年です。

2012年度

診療
報酬
改定 改定

第６期

2013年度
2014年度
2015年度
2016年度

2017年度

2018年度
2019年度
2020年度
2021年度
2022年度
2023年度

介護
報酬

医療費
適正化計画

保健医療
計画

介護保険
事業計画

国 都道府県 市町村

改定

改定

改定

改定

改定

改定

改定

改定

第７期

第８期

第５期

第７期第３期

第６期第２期

第５期第１期

土
台・枠
組
み

制
度
運
営
の
本
格
化

共生型サービス事業所
障害福祉サービス

事業所など
介護保険事業所

（訪問介護、通所介護、短期入所など）

高
齢
者

障
害
児
・
者

新設

政府の
いう 供

給
体
制

の
深
刻
化
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止まらない
社会保障費の
給付削減

「保険あって介護なし」 ‒次々と行われる給付削減
　2014年の介護保険法改正によって、介護
保険の「４つの切り捨て」など、介護保険制度
の給付の枠を超えたこれまでにない一連の大
改悪が行われました。今後さらに「被保険者の
範囲の拡大（年齢の引き上げ）」「ケアマネジ
メントの利用者負担の導入」さらには「要介護
１・２の保険外し」まで検討されています。

「国保の都道府県単位化」その目的は？
　政府は2018年４月から、国民健康保険料の財政運営の主体を市区町村から都道府県へ移行す
ることを決定しました。医療給付費の大部分を占める国保を都道府県単位化し、医療費と保険
料をリンクさせ、医療費削減を強制することが最大の目的です。保険料の引き上げが各地で検討
され、実施後の受診抑制が心配されています。

　現在でも、短期保険証の
うち１カ月期限の超短期保
険証の発行率が21.8％と高
い長野県。市町村が都道府
県から高い納付金額を設定
されれば、保険料の引き上
げや徴収が強化され、滞納
者が増加。短期保険証の交
付により医療難民がさらに
増える危険性が…。

長野では
どうなる?

国民健康保険料（税）の賦課、徴収の仕組み（イメージ）

都道府県 市町村 住 民

● 納付金の決定
● 標準保険料率の提示

納付金の支払い

保険料の
賦課・徴収

一般会計から国保に繰り
入れている自治体も少な
くない中、それが縮小・廃
止されれば国保料の上昇
につながる

市町村ごとの納付
金を決定（医療費水
準、所得水準を考慮）

各市町村が納付金を納めるた
めに必要な標準保険料率、標
準収納率を都道府県が示す

標準保険料率を参考に、
各市町村が、国保料（税）
を決定し、賦課・徴収

徴収した保険料等を
財源として納付金を
都道府県に支払う

保険料の徴収不足があった場
合、市町村は財政安定化基金か
ら借り入れて納付金を支払う
必要が。返済のため次年度以降
の保険料が引き上げに

給付の抑制と重点化による介護保険の将来像

財務省（財政制度等審議会）「平成28年度予算の編成等に関する建議」より作成

要介護・支援認定者
（2015年11月）現　在 将　来

要介護５

介護給付
★ 原則９割給付

介護給付
★ 原則８割給付

予防給付 総合事業
訪問介護
通所介護

※・原則利用料１割負担
　・一定以上所得の場合、
　利用料２割負担

※・原則利用料２割負担
　・現役並所得の場合、
　利用料３割負担

総合事業 生
活
援
助

福
祉
用
具・自
宅
改
修

通所介護
など

原則自己負担
（一部補助）

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

215万人
34.8％

229万人
37.1％

174万人
28.2％

計403万人
65.2％

❶一定所得以上の利用料引き上げ…１割 ➡２割
❷予防給付の見直し
　…要支援１・２の訪問介護と通所介護の保険外し
❸特養の機能の重点化…入所要件を原則要介護３以上
❹補足給付の要件厳格化
　…低所得の入居者の居住費・食費の制限

４つの切り捨て

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

予
算

概
算
要
求

8,400
億円

5,600
億円

9,900
億円

5,900
億円

8,300
億円

3,600
億円

6,700
億円

5,000
億円

6,400
億円 5,000

億円

年間1兆～8,000億円程度とされる社会保障費の
自然増を予算編成前にすでに圧縮

2,800
億円圧縮

4,000
億円圧縮

4,700
億円圧縮

1,700
億円圧縮

1,400
億円圧縮

生活保護の生
活扶助費削減
など

診 療 報 酬 実 質
1.26％減額。生
活 保 護 の 生 活
扶助費削減

介護報酬2.27％
減額。生活保護
の冬季加算削減
など

診 療 報 酬
1.31％減額

医療・介護の自己
負担の月額上限
引き上げ、後期高
齢者医療の保険
料値上げなど財務省 各年度の予算より

１ 2 3

4

財政優先の「経済・財政の一体改革」
　財務省は「骨太方針2015」の中で「経済・財政再生計画」を策定し、2016年度～2018年度
の3年間で社会保障関係費の「自然増」を1.5兆円に抑える方針を打ち出しました。「自然増」
とは、高齢者の増加や医療技術の進歩などに伴い、制度を変えなくても増えていく不可欠な
費用です。それを抑制するということは、制度が後退へ向かうことに他なりません。

社会保障費「自然増」5年間で3.45兆円削減

社会保障費をめぐる政府の方針は、当初「社会保障の充実・安定化」を看板に、

消費税を増税することで財源をまかなうとする厚労省主導の

「社会保障と税の一体改革」として進められました。

しかしその後、財政を圧迫する最大の要因は社会保障費の増加にあるとして、

「経済・財政の一体改革」が財務省から打ち出されます。

2013年に成立した「社会保障改革プログラム法」で定められた改革工程表と

骨太方針2015に基づいて、社会保障費の容赦ない削減が続けられています。

給
付
削
減
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負担増ラッシュ その①

高額療養費限度額を引き上げ
　70歳以上の高齢者の自己負担上限額（高額療養費）は現在、現役世代より
低く設定されています。それを2017年８月より、現役世代との公平性を理
由に引き上げようとしています。

※1 同じ世帯で同じ保険者に属する者　　〈　〉内の金額は、過去12カ月に3回以上高額療養費の支給を受けた場合の4回目の限度額（多数回該当）

限度額
（世帯※1）外来（個人）

44,400円

区 分

現役並み所得
（年収370万円以上）

● 健保
 標報28万円以上
● 国保・後期
 課税所得145万円
 以上

80,100円＋1％
〈44,400円〉

現行
限度額

（世帯※1）外来（個人）

57,600円

区 分

現役並み 80,100円＋1％
〈44,400円〉

2017年8月～2018年7月

上がり続ける入院時の食費・居住費 65歳以上、療養病床の医療区分Ⅱ・Ⅲの入院患者

2015年
780円食事代（1日3食）

0円居住費（1日）

780円1日合計
23,400円

2016年
1,080円

0円

1,080円

32,400円

2017年
1,080円

200円

1,280円

38,400円

2018年
1,380円

370円

1,750円

52,500円1カ月入院

2015年度比 1.4倍化 1.6倍化 2.2倍化

「経済の再建」の名のもとに、大企業優遇・防衛費増を優先し、社会保障の改悪もいとわない政府 の改革は、給付の削減にとどまりません。

いずれも高齢者などの“弱者”を狙いうちにするかのように負担増を強いる制度改革が次々と 計画されています。

さらに、負担に耐えられず受診・利用を控える事態につながれば、事業所にとっても経営困難に 拍車がかかることは必至です。

療養病床の患者から
入院時の居住費（水光熱費）を徴収

　国は、療養病床の65歳以上の患者に対し負担増を決定しました。現行１日
320円の入院時の居住費を370円に引き上げ、さらにこれまで負担のなかっ
た医療の必要性の高い患者（医療区分Ⅱ、Ⅲ）からも徴収します。症状の重い患
者に対しても、居住費だけで月１万円以上の負担を課すものです。（下表）

75歳以上の保険料負担は最高10倍に!

年金収入が年267万円以上の場合

4,090円

10倍
に

低所得者に対する後期高齢者保険料の軽減特例の廃止で、のべ
20万人（約58％）の方の保険料が2020年までに1.5倍～10倍に。

約４割

75歳以上の年金収
入は基礎年金の満
額水準（約80万円）
以下が約４割を占
めている。

70歳以上の医療費負担増

貧困化すすむ高齢者

　70～74歳の窓口負担の引き上げ（1割→2割）が進められています。
2014年度から対象年齢を1歳ずつ拡大し、すでに70～73歳の方が2割負
担に。2018年には70～74歳全員の窓口負担が2割に引き上げられます。

　さらに、政府は75歳以上の窓口負担を現在の１割から２割への引き上げ
を検討しており、2019年度での実施をめざしています。

　今、高齢者の“貧困化”は急速にすすんでおり、追い打ちをかけて負担増
をすれば、受診抑制で命や健康がおびやかされたり、なんとか生活が安定
している人が低所得に陥る危険があります。
　平均的な高齢者の家計をみると、収入が約21万円なのに対し、支出は
約26万円。不足分は貯蓄を取り崩して生活をしているのが実態です。

20,450円

40,900円

現行（年額） 2017年 2018年 2019年

　75歳以上が加入する後期高齢者医療制度では、低所得者の保険料を最大
９割軽減する特例措置が行われています。これが段階的に廃止され、2019年
までに943万人の保険料が1.5倍～10倍になります。

12,270円

3倍
に 5倍

に

長野県
の場合

年金収入が年211万円以下の場合

68,590円

2018年4月～

44,520円
現行（年額）

元被扶養者元社会保険本人
または
国保加入者 1.5

倍に

総務省 「平成27年 家計調査報告」より作成

世帯主が70歳以上の世帯の家計

※１ヶ月の平均

収 入※

20万9839円
支 出※

26万4182円

不足分
5万4343円

不足分は貯金を取り崩している！

負
担
増
❶
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　この異常ともいえる連続的な負
担増の根拠として、政府は「世代
間の負担の公平」と「医療と介護
の負担の公平」を掲げています。
しかし、これまで見てきた通り、
「負担の公平」の名のもとに実際
に行われることは、負担を重い方
に合わせて結局すべての負担を増
加させています。
　誰もが安心して利用できる医療
や介護のために、すべての人の負
担を軽減してこそ、真の「公平性」
と言えるのではないでしょうか。

今後はあらゆる世代に負担増計画が待っている？

政府の言う「負担の公平」その意味は…

　政府の「経済・財政再生計画」では、病院の外来受診の定額負担や市販品類似薬の保険
外しなど、あらゆる世代にとって負担増となる計画が盛り込まれていましたが、関係者
や利用者の反対の声に押され、具体化はいったん見送られました。
　しかし、これらはあくまで2017年度の具体化が見送られたに過ぎず、2018年度末を
めどにした具体化が、今後検討されます。

高額な負担への補助金制度も縮小へ
　医療費と介護保険利用料の負担が基準額を超えた場合に支給される「高額介護
合算療養費制度」。その上限額までが、細分化され実質的に引き上げられます。

社会保障審議会介護保険部会資料より

見直し案現役並み所得相当自
己
負
担
限
度
額

（
月
額
）

市町村民税世帯非課税等
年金収入80万円以下等

24,600円（世帯）

一般
44,400円（世帯）

37,200円（世帯）

15,000円（個人）

介護保険も負担の限度額を引き上げ
　負担増は医療だけにとどまりません。介護保険でも現在、月々の負担の上限制度
（高額介護サービス費）が設定されています。しかし、2017年８月からは一定以上
の所得者がいる世帯の負担上限が引き上げられます。

介護保険のあいつぐ負担増
　2015年８月以降、一定の所得者（年金収入280万円以上）を対象に利用料を２割負担に
引き上げました。さらに2018年８月以降、現役並み所得者（年金収入340万円以上）の利
用料を２割から３割へと引き上げようとしています。介護費抑制を目的とした際限のない
利用料の引き上げは、「介護の社会化」とはほど遠く、今後、一般所得者の利用料２割負担化
まで危惧されています。

※1 対象世帯に70～74歳と70歳未満が混在する場合、まず70～74歳の自己負担合算額に限度額を適用した後、
　　残る負担額と70歳未満の自己負担合算額を合わせた額に限度額を適用する。

細分化＋
上限引き上げ

70歳以上※1 70歳以上※1

現役並み所得
（年収370万円～）

● 健保
  標準報酬28万円以上
● 国保・後期
  課税所得145万円
  以上

67万円

年収1160万円～
標準報酬83万円以上課税所得
690万円以上

212万円

年収770～1160万円
標準報酬53～79万円課税所得
380万円以上

141万円

年収370～770万円
標準報酬28～50万円課税所得
145万円以上

67万円

現行 2018年8月～

70～74歳の
窓口負担

2割
負担

1割
負担

75歳以上
窓口負担

※2018年度より「現役並み所得」の一部が3割に

全国保険医団体連合会の資料より

介護利用料

結局、負担を重い方に合わせる。
医療も介護も２割負担化へ！

「世代間公平」
を理由に引き
上げを検討

「医療と介護
の公平」を理
由に引き上
げを検討※

2014年度か
ら、順次２割
負担へ

負担増ラッシュ その②

負
担
増
❷患者負担増計画

（「かかりつけ医普及」を理由に）病院の外来受診の定額負担の対象拡大

入院時の食事代の患者負担増 実施
実施

実施
実施

実施

紹介状なしの大病院受診で窓口負担増
70歳以上の患者負担の限度額引き上げ（高額療養費制度）
入院時の居住費（光熱水費）の負担増（65歳以上の医療療養病床の入院）
後期高齢者医療保険料軽減特例の縮小・廃止へ
薬剤自己負担
の引き上げ （「かかりつけ医普及」だけでなく）定額負担のあり方について検討

75歳以上の窓口負担１割➡２割
先発医薬品と後発医薬品の差額を患者自己負担に
老後のたくわえ（預貯金）を「資産」とみなし、負担増
都道府県単位の診療報酬を設定しやすくする

実施

2018年
4月より

消費税10％
19年10月

物価上昇時に年金額を大きく削減
支給開始の年齢を67歳まで引き上げ
高所得者の老齢基礎年金の支給停止

就労努力を理由に母子加算・教育扶助などの廃止・減額
生活扶助費のさらなる引き下げ

「現役並み所得者」について、介護利用料を３割負担に
利用者負担の上限額引き上げ（高額介護サービス費制度）

介護報酬改定に反映要介護1、2の生活援助サービスの
保険外しなどの給付制限 地域支援事業への移行

実施

診療報酬改定に反映市販品類似薬の
負担増や保険外し 関係審議会（社保審医療保険部会など）で議論

医
療

介
護

年
金

生
活

保
護

2016年 2017年 2018年 2019年
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社会保障の充実が
財政再建の道
「持続可能な社会保障制度」を名目にした容赦ない負担増、

法人税減税の一方で消費税増税と、

格差と貧困の拡大に拍車をかける政策が目白押しです。

しかし国の最大の仕事は、憲法が保障する基本的人権の実現であり、

財政そのものが「所得再分配」機能を発揮し、

それを支えるものでなければなりません。

防衛予算の推移

4.0

3.5

4.5

5.0
（兆円）

防衛省、財務省の資料より（16年までは当初予算、17年度は概算要求）

安倍政権

4兆
7500億円

4兆
8800億円

4兆
9800億円

5兆
541億円

2013 2014 2015 2016

5兆
1685億円

2017（年度）

■所得に応じた所得税の課税を

国税庁「申告所得税標本調査」より作成

所得別の所得税負担率

70
万
円
以
下

１
０
０
万
円
以
下

１
５
０
０
万
円
以
下

２
０
０
万
円
以
下

２
５
０
万
円
以
下

３
０
０
万
円
以
下

４
０
０
万
円
以
下

５
０
０
万
円
以
下

６
０
０
万
円
以
下

７
０
０
万
円
以
下

８
０
０
万
円
以
下

１
０
０
０
万
円
以
下

１
２
０
０
万
円
以
下

１
５
０
０
万
円
以
下

２
０
０
０
万
円
以
下

３
０
０
０
万
円
以
下
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以
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１
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円
以
下

２
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円
以
下

５
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円
以
下

10
億
円
以
下

20
億
円
以
下

50
億
円
以
下

１
０
０
億
円
以
下

１
０
０
億
円
超

0
5
10
15
20
25
30
（％） 28.7％

1億円を
ピークに
低くなる

　社会保障制度の改悪と消費税増税、軍拡は切っても切り離せない大きな流れです。防衛予算は安倍政権
が発足して5年連続で増加の一途をたどり、2017年度予算では5兆1000億円を超え過去最大規模に。
　軍拡の道ではなく、国民生活優先の社会保障の充実の道へ切り替えるべきです。
　経済産業省の調査でも公的医療・介護など社会保障の拡充は多大な経済波及効果があります。（民医連
の『提言』参照）

出所 ： 「朝日新聞」2009年4月19日付

介護

社会保障部門

主要産業部門

社会保障
医療

公共事業
運輸

農林水産業

24,786人

18,609人

10,572人

9,970人

9,901人

6,342人

社会保障と他の産業の
雇用創出効果の比較

～需要1億円あたりの雇用創出人数～
社会保障の拡充は、多大な経済波及効果がある!!

歩行困難になるまで足の痛みを我慢した60
代後半の男性。受診したと
きには癌が転移し手遅れ
の状態だった。収入から家
賃を引いた約10万円で家
族３人の生活を賄ってい
た。障害をもつ長男のため
に国保料は支払っていた
が、窓口負担のため本人は
受診を控えていた。

50代で腰痛のため失業した男性は生活保護を利用していたが、年金受給に伴い打
ち切りになっていた。年金収入は生活保護基準ギリギリ、働くこともできずに生活
を立て直すことができないなかで、高血圧の治療が必要になり、地域の相談会で紹
介された無料低額診療事業を利用した。その後生活保護を申請し受給にいたった。

要介護１・認知症の夫と二人暮らしの70代
女性（要介護２）。複数の病を患い、本来な
らばヘルパーの家事支援が必要だが、介護
保険サービスで負担できる金額が月500円

未満のため、歩行器をレ
ンタルするのが精いっぱ
い。福祉用具が自己負担
になればレンタルの継続
が難しく、生活全体に支
障をきたすことになる。

防衛予算より、社会保障充実予算へ

経済的理由による手遅れ死亡事例

無料低額診療事業の利用者事例

介護困難事例

「貧困率」とは、所得が中間所得世帯の半分に満たない世帯の割合 「国民生活基礎調査」より

16
（％）

1985
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88

13.2

91

13.5

94
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97

14.6
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15.3
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14.9
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16.0

12（年）

16.1

12.0

日本の貧困率の推移

社
会
保
障
充
実
こ
そ

所得再分配機能を
強める税制に

　安倍政権は消費税増税の一方
で、様々な優遇制度により法人
税、所得税を低く抑え、大企業や
富裕層に対し支払い能力に応じ
た税負担を求めていません。
　その結果、所得の再分配、景気
と経済の安定化機能という所得
税や法人税が持っている役割が
弱まり、格差と貧困が広がって
います。

医療費を本当に大きくしないためには、次のような取り組みが大切
❶健診など予防医学（早期発見、早期治療）を重視する。
❷公民館や高齢者サロンなどに、保健師・看護師、栄養士、医療相談員（MSW）等を配置し、日ごろから暮らし
や健康問題等が気軽に相談できる体制をつくる。
❸体調に異変を感じたら躊躇なく受診し、様々な専門家（医師、歯科医師、保健師・看護師、栄養士、医療相談員
（MSW）等）と相談する。
❹検査で異常値が見られたら、医療費の自己負担のことを気にすることなく、直ちに治療を開始する。

実は

13 知ることからはじめる「医療と介護の一体改革」 学習パンフ 14知ることからはじめる「医療と介護の一体改革」 学習パンフ



35

35

54

3

A 医療費適正化計画
〈巻末資料〉

医療費適正化基本方針案の概要について【厚生労働省保険局】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/shakaihoshoukaikaku/chousakai_dai7/siryou2.pdf

MEMO

27 28 29 30

27 15 28 39
28 28 18

H30 H35

H30 H35
29

2

H30 H32

【2016年3月23日】 第7回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会
B 社会保障制度改革推進法

【2013年8月6日】 第2回 社会保障制度改革国民会議
事務局提出資料【内閣府】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokuminkaigi/dai2/siryou2.pdf

MEMO
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C 社会保障・税一体改革大綱 閣議決定
【2012年11月30日】 第1回 社会保障制度改革国民会議

社会保障・税一体改革関連  参考資料
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokuminkaigi/dai1/sankousiryou3.pdf

MEMO

2

D 社会保障改革プログラム法
【2015年4月10日】 第4回 社会保障制度改革推進会議
社会保障制度改革のスケジュール等について（事務局提出資料）【内閣府】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/syakaihosyou_kaikaku/dai4/siryou1.pdf

MEMO

1

〈参考資料〉
社会保障制度改革国民会議最終報告 概要（官邸ＨＰ）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokuminkaigi/pdf/houkokusyo_gaiyou.pdf

社会保障改革プログラム法 概要（官邸ＨＰ）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/syakaihosyou_kaikaku/dai1/siryou3.pdf
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E 医療介護総合確保推進法
【2014年7月28日】 医療介護総合確保推進法等に関する全国会議
医療介護総合確保推進法等について【厚生労働省】
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10801000-Iseikyoku-Soumuka/0000052610_1.pdf

F 医療保険制度改革関連法
法改正の概要【厚生労働省】
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000087813.pdf

MEMO

MEMO

 

 

G 地域包括ケア強化法
【2017年2月7日提出】 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案
法律案の概要【厚生労働省】
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/soumu/houritu/dl/193-06.pdf

MEMO
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H 骨太方針2015
【2015年11月24日】 平成28年度予算の編成等に関する建議

〈参考資料〉  骨太方針2015 概要（内閣府ＨＰ）
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2015/summary_ja.pdf

平成28年度予算の編成等に関する建議（概要）【財政制度等審議会】
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/zaiseia271124/02.pdf

MEMO

4

 

 

1 

2 

I 財政審「改革工程表」
【2015年6月1日】 財政健全化計画等に関する建議

〈参考資料〉  骨太方針2016 概要（内閣府ＨＰ）
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2016/summary_ja.pdf

財政健全化計画等に関する建議（概要）【財政制度等審議会】
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/zaiseia270601/03.pdf

MEMO
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2017
2018
2020
2025

高 齢 者 負 担 増 、介 護 保 険 の 改 悪

改 悪 が 本 格 的 に 進 め ら れ る

2 0 2 0 年 ま で 集 中 改 革 期 間

病 床 機 能 の 再 編 ・ 病 床 数 の 削 減 へ

長野県民医連
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学習パンフのポイント
❶ いま国がすすめている「医療費適正化計画」（国の医療費削減）の本質を知る
❷ 進行中の医療・介護政策の全体像をつかむ
❸ 供給体制と給付削減がどのように行われるか
❹ 私たちはどのように行動（運動）するべきか

社会保障の
総がかり運動を
～学び、つかみ、つながり、広げよう～

❶制度改定、県の動向、市町村の置かれた状況をしっかり学習し、地域に知らせよう。

❷事例（可視化と分析）を力に政策づくりに関与し、具体的な提言をしよう。
　他団体とも連携し、医療・介護の専門家としての英知を発揮しよう。
　医療・介護の諸団体との連携を作ろう。

❸困難な人に寄り添い、制度から外された人を守る取り組みに共同組織とともに取り組もう。
　市町村、中学校区などの単位の身近なレベルでまちづくりを考えよう。

❹住民主体の地域の諸団体との連携・共闘のかけ橋になろう。

❺国が公的責任を丸なげして市町村も困っている。
　自治体とともに住民のいのちを守る取り組みを進めよう。

長野県の医療・介護のこれからを考える県民集会

介護保険をよくする信州の会主催
県介護支援課出前講座

反貧困ネット信州の健康福祉課懇談

定例の県議団懇談

窓口無料を求める署名を長野県へ

生活保護・介護実態調査記者会見

飯伊地域の地域医療シンポジウム

上伊那　地域アピール

諏訪の全職種症例検討会

反貧困ネットあるぷすのきずな村

東信医療生協支部で地域包括と学習会

長野外来署名に職員が大勢参加
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